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※該当箇所（条項等）を明記した上でご意見ください。 

 該当箇所：P2（２）実施機関、人員について 

 意 見：毎年出させていただいておりますように、食の安全・安心は県民のくらしの基礎で

す。近年は豚熱(ＣＳＦ)や鶏インフルエンザ感染発生への対応、また新型コロナウイルス関連の業

務等への県や自治体職員の対応負荷が高まっています。食品安全行政を担当する部局の人員と施

策予算についての水準の維持向上を要望します。 

 

該当箇所：P6 「営業許可施設の危険度分類」について 

意 見：レベル 1 に掲げる業種の筆頭に「ＨＡＣＣＰに基づく衛生管理を行う大規模事業所」

が新たに加わっています。新規のＨＡＣＣＰ取得事業者の監視を通して、対象事業者の衛生管理

レベルの向上につながる支援を期待します。 

 

 意 見：昨年の分類ではレベル 1 に位置付けられていた「過去 3 年間に食中毒事故等の発生

があった施設」がレベル 2 に移行されていますが何故でしようか？ 問題点に個々具体的に対応

していくことは有効性が高いと考えますが、実態に照らしての移行でしょうか？ 

 

 意  見 ：レベル 2 からレベル 3 に多くの業種が移行していますが、危険度分類の基準や考え

方の変更を反映してのものでしょうか？ 解説等の記述からは読み取れません。 

 

該当箇所：P8（２）HACCP 導入の推進について 

 意 見：令和 2 年度計画では期限が「令和 3 年 6 月 1 日までに」と設定され期限が迫ってい

ます。昨年は新型コロナウイルスの影響で予定していた研修会が中止となった旨の回答がありま

したが、令和 2 年度のコロナ情勢において、この項目の中小事業者支援はどのように進捗してい

るでしょうか？ また、ICT 活用の実践や準備状況はどのようになっているでしょうか？ 

 



 該当箇所：P12 ②テイクアウト等における食品衛生対策について 

 意 見：新たに加えられた項目であり、コロナ社会においてはテイクアウト事業の増加は必

至であり、ここへの衛生監視の強化は重要課題だと考えます。すでに広範囲に増加しているテイ

クアウトやデリバリー事業において、どのように対象事業者を把握・設定するのか、どのような

衛生管理基準を適用し監視指導するのか等、効率的で有効性の高い実行計画の立案を要望します。 

 

該当箇所：P12 ➂イベント監視における食品衛生対策について 

 意 見：令和 2 年度計画より「ジビエ取扱施設の監視指導」が削除されて、新たに「イベン

ト監視における食品衛生対策」が加えられました。県内ではねんりんピックをはじめ、大規模な

イベントが開催される予定であることへの対応と説明されましたが、コロナ禍によりイベント開

催は激減し今後も回復する見通しは低いと思われます。この課題を重点監視項目に引き続き設定

していく目的や意味について教えてください。 

 

該当箇所：P13 ⑤改正食品衛生法に基づく営業許可申請及び営業届出の指導徹底について 

 意 見：昨年計画では「改正食品衛生法の周知」における「許可制度の見直し及び届出制度

の創設の『周知』」とされていた項目が『指導徹底』となっています。新制度の周知状況はどこま

で進んでおり、今後の食品安全行政の中で何を重点的に監視指導していくのかを教えてください。 

 

  意    見：昨年計画であげられていた「食品リコール制度の周知」が今回の計画では削除され

ています。県条例から法の義務付け変更に変わったことが食品事業者へ十分に周知できたと評価

によるものでしょうか。 

 

該当箇所：P18（1）双方向のリスクコミュニケーション 

 意 見：コロナ禍において大規模な集合型の講演会やセミナー等が開催できない状況が続い

た中で、岐阜県主催「食の安全・安心シンポジウム」などに継続して取り組まれたことは評価で

きると思います。引き続き、コロナ社会におけるリスクコミュニケーションの実施手段を具体的

に決めていくことが優先課題ではないでしょうか。この項目にはコロナ対応の記載がありません。

民間レベルでは SNS や ICT によるコミュニケーションの取り組みが生まれひろがっています。

県民の関心や期待が高い分野であり、県行政においても積極的な導入と活用に期待します。 

 

【提出先】 

 (1) 郵送 〒５００－８５７０（専用郵便番号のため住所の記載は不要） 

岐阜県生活衛生課食品指導係 行 

 (2) ＦＡＸ ０５８－２７８－２６２７ 

 (3) 電子メール c11222@pref.gifu.lg.jp 


